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前回調査からの主要変更点 

 前回（平成17年５月） 今回（平成17年８月）  

個人消費 おおむね横ばい 持ち直しの動きがみられる ↑

 

 

１．生産及び企業動向 

 （１）鉱工業生産はおおむね横ばいとなっている。（関東全域） 

    一般機械は、フラットパネル・ディスプレイ製造装置が国内外向けに堅調であったことなど

から、２四半期連続で増加した。化学は、定期改修による影響等もみられたが、石油化学品

製造用触媒が堅調に推移したことなどから、おおむね横ばいとなった。輸送機械は、法令改

正による駆け込み需要の影響で前期大きく伸びた鋼船の反動減により、３四半期ぶりに減少

した。情報通信機械は、大型コンピュータの生産は増加したものの、新機種発売に向け前期

好調であった携帯電話の反動減により、全体としては減少に転じた。電気機械は、アルカリ

蓄電池が車載向けに伸びたことなどにより、４四半期ぶりの上昇となった。 

鉱工業生産指数

85

90

95

100

105

110

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

15年 16年 17年
月

関東（関東全域）

全国

 
（備考）１. 12年＝100、季節調整値。 

２. 平成17年６月の関東は速報値。 

 

域内主要業種の動向(季節調整値、前期比)      （％） 

 生産 出荷 在庫  

付加価値

ウェイト

１～３

月期 

４～６

期 

４～６

月期 

４～６

月期 

一般機械  13.8 0.7 1.8   1.0   8.9

化学  13.7 5.4 0.3 1.1 1.0

輸送機械  11.3 13.3 ▲4.2  5.0  4.5

情報通信機械   8.6 11.4 ▲6.3 ▲6.2 7.6

電気機械   7.9 ▲3.5 5.6  6.6  6.6

鉱工業 100.0 2.4 ▲0.2 0.6 3.1

（備考）１．地域における付加価値ウェイトの高い５業種。 
    ２．４～６月期は速報値。 

３．４～６月期の化学の生産、出荷については、４月、５月

確報値の平均より算出。在庫については、５月確報値。

 

北関東地域では、景気は緩やかに回復している。

 
・ 鉱工業生産はおおむね横ばいとなっている。

 
・ 個人消費は持ち直しの動きがみられる。 
 
・ 雇用情勢は改善している。 



(3) 北関東 

 （２）企業動向の業況判断は「良い」超幅が拡大し、資金繰り判断は「楽である」超幅が横ばいと

なっている。 
   ①企業短期経済観測調査及び中小企業景況調査 
 

企業短期経済観測［業況判断］
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企業短期経済観測［資金繰り判断］
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（備考）「良い」-「悪い」回答者数構成比。       （備考）「楽である」-「苦しい」回答者数構成比。 

旧基準は15年12月まで。新基準は16年６月から。        15年12月は新・旧基準を併記。 

    関東全域（新潟県を含む）。                                     旧基準は関東全域、新基準は日本銀行前橋支店管内。 
 

中小企業景況調査［業況判断、関東全域］
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（備考）「好転」-「悪化」回答者数構成比。17年Ⅲ期は見通し。 

 
②景気ウォッチャー調査（７月）［企業動向関連（現状）］ 

「各社の設備投資熱は相変わらずであり、簡単に設備調達できない状況が続いている（一般

機械器具製造業）」など、「変わらない」とする回答が多くみられた。 
 

 （３）17年度の設備投資は前年度を上回る計画となっている。 

           

 

企業短期経済観測調査［設備投資（６月調査）］ 

（前年度比、％） 

 16年度実績 17年度計画 

全  産  業 18.5(▲0.4) 7.6(▲2.5) 

製 造 業 22.8(  0.2) 1.0(▲5.0) 

非製造業      11.5(▲1.3) 19.6(  1.8) 

（備考）（ ）は前回（３月）調査比修正率。 

調査対象は日本銀行前橋支店管内。 

 
 

 

建築着工床面積
（非居住用、前年同期比）
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(3) 北関東 

２．需要の動向  

 （１）個人消費は持ち直しの動きがみられる。 
①大型小売店販売額及びコンビニエンスストア販売額 
百貨店は、４月は、改装や閉店セール効果等により身の回り品等に動きがみられたが、主力
の衣料品が伸び悩んだことなどにより、全体では減少となった。５月は、４月に引き続き閉
店セール効果等により身の回り品や衣料品に動きがみられたが、全体では減少となった。６
月は、気温上昇やクールビズの効果等により紳士服・洋品が好調で、身の回り品等も好調に
推移したが、全体としては11か月連続の減少となった。 
スーパーは、主力の飲食料品が伸び悩んだことなどから、前年を下回った。 

   ②景気ウォッチャー調査（７月）［家計動向関連（現状）］ 
「エアコン等の季節商品が前年比90％と不振である。薄型テレビは150％と健闘しているが、
ＤＶＤ関連が 85％と伸び悩んでいる（家電量販店）」など、「変わらない」とする回答が多く
みられた。 
 

大型小売店販売額
（店舗調整済、前年同月比）
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   （前年同期比、％） 

 16年7-9月 10-12月  17年1-3月 4-6月

大型小売店   ▲2.7 ▲4.9 ▲4.7 ▲2.9

百貨店   ▲1.9 ▲5.3 ▲4.7 ▲1.4
スーパー   ▲3.0 ▲4.7 ▲4.7 ▲3.4

コンビニ 1.0 ▲1.3 ▲2.1 ▲1.8

景気ｳｫｯﾁｬｰ 47.7 43.5 44.4 47.8

(備考)１．大型小売店及びコンビニは店舗調整済。17 年４-６月期は

速報値。コンビニは関東全域。  

２．景気ウォッチャーは家計動向関連の現状判断ＤＩの 

３か月平均。 

コンビニエンスストア販売額
（店舗調整済、前年同月比）
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景気ウォッチャー調査（家計動向関連）
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 （２）住宅建設は増加している。 

    持家が前年を下回ったものの、分譲、貸家が上回ったことから、全体では増加している。 

 

 （３）公共投資は17年度累計でみると前年度を下回っている。 

新設住宅着工戸数（前年同月比）
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公共工事請負金額（前年同月比）
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(3) 北関東 

３．雇用情勢等  

 （１）雇用情勢は改善している。 

   ①有効求人倍率及び完全失業率 

    有効求人倍率は低下している。完全失業率は前年同期を下回っている。

有効求人倍率（季節調整済）

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

15年 16年 17年 月

(倍)

北関東

全国 4～6月

1.07

 

完全失業率（原数値）
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   ②景気ウォッチャー調査（７月）［雇用関連（現状）］ 

「正社員として長く勤務できる事業所を希望する求職者と、派遣、請負等の求人が増加して

いる現状とのミスマッチが大きい。そのためか、とりあえず就職したものの、身分、給与等

の条件が合わずに短期間で退職し、再求職となる者が増加している（職業安定所）」など、「変

わらない」とする回答が多くみられた。 
 

 （２）企業倒産は、件数は増加しているものの、負債総額が減少している。 

    ７月に件数、負債総額ともに大幅に増加している。

 

 （３）消費者物価指数は下落幅が縮小している。 
 
企業倒産 

（件、億円、％） 

 16年7-9月 10-12月 17年1-3月 4-6月 17年7月

倒産件数 140 156 165 166 49

（前年比） ▲17.6 ▲9.3 ▲6.3 6.4 32.4

負債総額  611 967 1,007 883 310

（前年比） ▲25.4 41.4 ▲30.2 ▲44.1 155.9

 

消費者物価指数
（生鮮食品を除く総合、前年同月比）

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

15年 16年 17年
月

（％）

関東（関東全域）

全国

 
○ 景気ウォッチャー調査（７月）［合計（特徴的な判断理由）］ 

    ＜現状＞ 

・インターネットカフェとゲームコーナーがあるが、ある程度生活にゆとりが出てきたのか、

来客数が増加している（その他レジャー施設［アミューズメント］）。 

＜先行き＞ 

・ショッピングモールや鉄道の開業で、消費の活発化が見込まれる。既存客を一時的に取ら

れるだけか、ずっと戻ってこないか勝負の時なので、販促の意欲は高い（広告代理店）。 

景気ウォッチャー調査（合計）
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